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M&A成功の条件の研究 
Key Factors to Make M&A Successful 
 





















  Merger & Acquisition (M&A) is still effective strategy for the companies aiming at the growth 
in the international market places. For example, Daimler acquired Chrysler to gain the firm 
market position in the United States. Renault acquired Nissan to perform its world –wide 
marketing strategies to compete gigantic competitors. In comparison to the strategies undertaken 
by European firms, the attitude in respect of M&A of Japanese major banks and/or large electrical 
firms lacks strategic view-points. Strategic alliances among Japanese large banks are considered 
as “alliances between the week banks ” to save the cost, and do not create any positive result. 
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む M&A は激増しており、M&A の成否は企業の存亡に大きくかかわりを持っている。わ
が国企業の関係した大型の国際的 M&A には、ソニーによる米国コロンビアピクチャーズ





















日本企業が 2001 年度に実施した M&A の件数は 1,653 件あり 4 年連続で過去最高を更
新した（注 2）。一方、世界全体で 2001 年に公表された M&A の合計金額は、合計 1 兆 7,000





























う。このような状況を背景に、内外で M&A が活発化しているものと考えられる。 
 




1998 年 5 月 7 日ドイツダイムラー・ベンツは米国クライスラー社との合併を発表した。
その概要は次の通りである。（各種報道に基づいて作成）  
a 両社は対等合併し、新会社に統合する。  
b 合併により売上高、利益において第 3 位の自動車メーカーが誕生する。 
c 両社の会長は共同で CEO になる。 
d 合併により、両社の強みが互いに補完されて、将来の市場で理想的な位置をしめ
る。 
e 合併 1 年目の 1999 年には 14 億ドルの利益の計上を予定。合併による工場閉鎖や
レイオフはしない。 
f 株式の交換比率は、1 ダイムラー株に対して 1 新会社株、1 クライスラー株に対
して 0.547 新会社株で交換する。 




けることとなった。その結果 2002 年 7－9 月期の決算は 17 億ユーロ（2,090 億円）の営
業利益を出すまでに回復した。ただし、合併時売り上げ等で第 3 位の自動車メーカーとな


















1999 年 3 月に発表された日産自動車とフランスルノー社との資本提携の概要は次の通
りである。（各種報道にもとづいて作成） 
a 日産は 5,857 億円の第三者割当増資を行い、ルノーに割り当てる。この結果ルノ
ーは日産株 36.8％を所有する筆頭株主となる。 
b 両社は世界規模で事業協力を行う。  
c 両社は車台の共通化、中南米の工場での事業の補完を行う。 
d ルノーは日産の欧州販売金融子会社を買収する。  







10 月、日産再生 3 ヵ年計画を発表し、5 工場の閉鎖、系列取引の廃止による購買コストの
削減、持ち合い株の縮小等経営改革を行った結果、2003 年の業績は、連結売上高 6 兆 8,000





















d 統合後、5 年間で店舗を 150 カ所、従業員を 6,000 名削減し、1,000 億円ほどの
経費を圧縮する。  












1999 年 10 月 14 日、住友銀行とさくら銀行との合併が発表された。上記 3 行の統合の
余韻が残っているときに矢継ぎ早に、メガバンク登場となった。発表の内容は 
a 両行は 2002 年 4 月までに合併する。 
b 今後 5 年間で 9,000 人強の従業員を削減する。  
c 国内支店を 151 カ所、海外支店を 32 カ所削減する。  




















2002 年 1 月、三洋電機とハイアールとの包括提携が発表された。その要点は、  
a 日本国内に合弁会社「三洋ハイアール」を設立し、ハイアールブランドの家電製
品を販売する。 
b 合弁会社は三洋の日本国内販売ルートを通じて販売する。  
c 当初 100 億円販売、3 年後に 300 億円の売り上げを目指す。  
d 中国国内で、三洋ブランドの高付加価値製品を、ハイアールの販売ルートで販売
する。 








2.3.2 松下電器と中国 TCL との提携（各種報道に基づいて作成） 
同じく 2002 年 5 月、松下電器と TCL との提携が発表された。その要点は、  
a 松下の製品を TCL ルートで中国市場、特に、農村地域で販売する。 
b 松下は TCL に対して、先端技術分野で協力する。 
c 松下は TCL に対して、基幹部品を提供する。 






































3.2 競争力強化のための M&A 戦略 
競争力強化の戦略には、コスト競争力を強化するための戦略と製品サービスの差別化を













業銀行、及び富士銀行の統合に際し、5 年間で 6,000 人の従業員の削減と約 1,000 億円の
経費圧縮が計画された。合併による新サービスの開発といった成長・拡大を目指す戦略よ
りも、コストの節減に中心をおいた狙いが明らかになった。日本の金融業各社は似たり寄
ったりの状況に置かれており、その後同じ年の 1999 年 10 月に公表された住友銀行とさく
ら銀行との合併も 5 年間で 9,000 人の従業員削減を目指すための合併であることが公表さ
れた。 
 











































本稿の 2 で取り上げた M&A のケースに基づいて、各当事者の狙いを整理してみると次
のようになるであろう。 
 
成長の戦略を達成するためのM&A 競争力強化のための M&A  経営危機回避の M&A 




















営業利益は前年同期比 2.5 倍の 17 億ユーロ（約 2,000 億円）になったと報じられている。
（注 9）日産も業績は急回復し、2003 年 3 月期の連結営業利益は前年比 47％増の 7,200
億円、有利子負債も 800 億円までに減額する見通しであり（注 10）、今年度のルノー向け




























４．M&A が成功するための条件について  
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